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◯23 番（松野 隆）登壇 質問に先立ち、九州北部豪雨の被災者の皆様にお見舞いを申し

上げますとともに、お亡くなりになられた全ての皆様の御冥福と、今後、一日も早い復旧、

復興を心よりお祈り申し上げます。 

 それでは、私は公明党福岡市議団を代表し、給水装置工事における土地所有者からの承諾

について、生活支援コーディネーターと社会福祉協議会について、西高宮小学校の過大規模

校対策について及びダイバーシティにおける性的マイノリティへの支援について質問して

まいります。 

 初めに、給水装置工事における土地所有者からの承諾についてであります。 

 私たち市民が水道水の供給を受けるために水道管の給水工事を行う場合には、あらかじ

め水道事業者に届け出て承認を受けなければなりません。その際、住居の前面道路が私道で

あるなどの事情によって、他人の土地を使用して配水管から分岐して宅地まで給水装置を

引き込むこともあり、その場合、ほとんどの水道事業者が土地所有者の承諾書の提出を求め

ているようです。しかし、土地所有者の所在が不明であったり、もろもろの理由により承諾

が得られず、承諾書の提出ができないことで、水道管の給水工事の申し込みが受け付けても

らえない状況もあるように聞いております。事実、ことしの６月に、南区の住民より、土地

所有者と私道の沿道にお住まいの方の間で、工事の承諾をめぐり、所有者の承諾がどうして

もいただけずに、大変御苦労されているとの御相談を受けました。 

 そこで私は、去る７月 21 日、京都市上下水道局に伺いました。 

 京都市では、平成 27 年４月１日に京都市水道事業条例の一部を改正し、給水管私有地埋

設承諾書の提出を廃止する等、手続の見直しを行っております。 

 こうした取り組みによりまして、京都市では平成 27 年度、約 9,000 件の給水装置工事の

申し込みのうち、他人の土地を使用した工事の申し込みが４分の１の 2,300 件受け付けら

れたと説明を受けてまいりました。 

 平成 28 年 11 月８日の参議院厚生労働委員会におきまして、我が党より、給水装置工事

の申し込みに係る承諾書の提出について質疑を行いました。その後、同年 11 月 28 日付で

厚生労働省より、給水装置の設置に当たり他人の土地を使用するための承諾書の提出及び

給水義務の考え方についてとする通知文書が全国の水道事業者宛てに出されております。 

 その内容は、水道事業者は、承諾書の提出がないことのみをもって給水装置工事の申し込

みを拒むことのないよう、対応をお願いしたいとするものでした。 

 私も水道管の給水工事の申し込みに必要な土地所有者からの承諾については、当事者間

で処理し、承諾書の提出は必要ないのではないかと思っております。その理由は、かえって

承諾書への捺印が土地所有者の心理に作用することによって承諾が得にくくなっていると

も思うからであります。 

 そこで、本市の状況についてお尋ねします。 



 平成 28 年度の水道管の給水工事の申し込み件数についてお示しください。 

 以上で１問目の質問を終わり、２問目以降は自席にて質問させていただきます。 

◯議長（川上晋平） 清森水道事業管理者。 

◯水道事業管理者（清森俊彦） 平成 28 年度の給水装置工事の申し込み件数につきまして

は、8,461 件でございます。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） では、その水道管の給水工事の申し込み件数のうち、私道等の他人

が所有する土地を使用して給水工事を行う申し込みをした件数は何件か、あわせて割合に

ついてもお答えください。 

◯議長（川上晋平） 清森水道事業管理者。 

◯水道事業管理者（清森俊彦） 平成 28 年度における私道等の他人が所有する土地を使用

した給水装置工事の申し込み件数は 26 件であり、申し込み件数全体の 0.3％となっており

ます。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 本市においては、水道管の給水工事の申し込みに対し、何を審査し

承認しているのか、お答えください。 

◯議長（川上晋平） 清森水道事業管理者。 

◯水道事業管理者（清森俊彦） 給水装置工事につきましては、福岡市水道給水条例第 23

条において、給水装置工事を施工しようとする者は、あらかじめ管理者に届け出て、その承

認を得なければならないと定めております。 

 水道局では、届け出がなされた給水装置工事に関して、給水装置の構造及び材質等につい

て基準適合の可否を審査し、基準に適合したものについて承認を行っております。以上でご

ざいます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 水道管の給水工事の申し込みに際し、私道等の土地所有者からの承

諾について、本市ではどのように規定しているのか、お示しください。 

◯議長（川上晋平） 清森水道事業管理者。 

◯水道事業管理者（清森俊彦） 給水装置工事の申し込みにおける私道等の土地所有者から

の承諾につきましては、福岡市水道給水条例第 23 条第２項において、管理者は給水装置工

事を施工しようとする者に対し、当該工事に関する利害関係者の同意書等の提出を求める

ことができると定めております。これは、給水装置工事の申し込みの際、必要と思われる場

合に、いわゆる承諾書の提出を求めるものであり、全ての場合において必要なものではござ

いません。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 全てにおいて必要ではないということでございます。 

 次に、水道管の給水工事の申し込みにおいて、私道等の土地所有者が不明な場合、どのよ



うに取り扱っているのか、お答えください。 

◯議長（川上晋平） 清森水道事業管理者。 

◯水道事業管理者（清森俊彦） 私道等の土地所有者の所在が不明で、承諾書の提出ができ

ない場合は、給水装置工事の申込者の責任において対応されることを確認の上、給水装置工

事の申し込みを受け付けております。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 少し角度を変えてお尋ねしますが、いわゆる私道等の土地に対し、

地上権の設定を行うことがありますが、この制度の概要についてお答えください。 

◯議長（川上晋平） 清森水道事業管理者。 

◯水道事業管理者（清森俊彦） 地上権につきましては、他人の土地において工作物等を所

有するために、その土地を使用する権利を設定するものでございます。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） ちょっとパネルをつくってまいりました。（パネル表示）ちょっと小

さいので見にくいと思いますけど。このグレーの部分が市道です。そして、この黄色い部分

が私道、市道から私道に入ってきて、その私道の周りに宅地が張りついております。この茶

色の線が下水道、青い線が上水道です。これは、地上権が設定された私道を地上から見た絵

でございます。この茶色の下水道の場合、これは河川や海の水質保全のために、下水道法の

第 10 条に土地所有者に公共下水道への接続義務を課しておりまして、したがって、下水道

事業者は私道等の個人地に地上権を設定し、この私道の下の本管から宅地に接続する部分

を含めて、私道取りつけ管の整備や維持管理を市が行っているということでございます。こ

のことが下水道法 10 条には定められているということです。他方、この青い水道管の場合

は、本管は市が管理を行っているんですけれども、本管から宅地に接続する、この給水装置

ですね、これについては法的根拠がないということであります。 

 しかし、水道の給水装置については、多くの市民の方々は、給水のための装置も下水道と

同じように、地上権を設定することにより、土地所有者の承諾がなくても給水装置の設置は

可能になると認識しているのではないかと思いますが、この件について御所見を求めます。 

◯議長（川上晋平） 清森水道事業管理者。 

◯水道事業管理者（清森俊彦） 水道法におきましては、下水道法と異なり、土地所有者等

に対して給水装置の設置義務は課されておらず、給水を受けるか否かはあくまで個人の判

断によるものとなります。このため、給水を受ける場合には、申込者がみずから給水装置を

設置する必要があります。水道局が設定する地上権につきましては、私道等において、水道

局の財産である配水管等を所有し、維持管理するために、当該土地所有者と協議の上、その

土地を使用する権利を設定するものであり、個人の財産である給水装置は水道局が設定す

る地上権には含まれておりません。したがいまして、申込者が給水装置工事を施工する場合

には、当該土地所有者の承諾が必要となります。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 



◯23 番（松野 隆） 今御答弁いただいたような具体的な違いが市民の皆さんにはわかり

にくいのかもしれません。 

 京都市では、歴史が古い土地柄から、私道が多く土地所有者も複雑になっている背景があ

りまして、承諾書を得るために苦慮していたことから、申請者や不動産関係者、水道管の給

水工事の関係者から給水管私有地埋設承諾書の提出を廃止するよう強い要望があったとい

うことでございました。これまでの答弁から本市では、私道等他人が所有する土地を使用す

る水道管の給水工事の申し込み件数は京都市と比べると少ないことや、土地所有者からの

承諾書の提出は必ずしも必要とはしていないことや、下水道管と違い個人の財産である給

水装置の地上権の考え方についても御説明をいただきました。 

 しかし、今後、高齢社会のさらなる進展による所有者との相談の困難さや、相続問題の複

雑化など、行政が考える以上に地域住民が混乱することもあるのではないでしょうか。京都

市では、そのように困惑する市民の側に立って、より多くの市民の理解が進むよう、条例改

正まで行ったのであります。 

 本市でも、今後、申込者が承諾書の提出がどうしても必要だと思い、悩むことのないよう、

このような市民の方たちのためにも、土地所有者からの承諾書の提出が必須ではない旨の

周知と工夫が必要ではないかと考えますが、水道事業管理者のお考えをお伺いし、この質問

を終わります。 

◯議長（川上晋平） 清森水道事業管理者。 

◯水道事業管理者（清森俊彦） 給水装置工事の申し込み時に、土地所有者の承諾書の提出

が必須でないことの周知についてでございますが、これまでは指定給水装置工事事業者等

に対して周知するため、定期講習会での説明、給水装置工事申請窓口への掲示及び申し込み

時の説明などを行ってまいりましたが、今回の松野議員の御指摘を踏まえ、新たにホームペ

ージへの掲載や不動産事業者及び建築事業者等の各種団体が開催する講習会における説明

など、さまざまな機会を捉え、広く市民に周知を図ってまいります。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 次に、生活支援コーディネーターと社会福祉協議会についてです。 

 平成 27 年度に改正された介護保険法において、全国一律であった要支援者の訪問や通所

サービスが介護予防・日常生活支援総合事業として、地域の実情に沿ってサービス提供でき

ることになりました。これまでの社会保障としての介護保険制度が今後大きく変わってい

くだけでなく、この制度の創設に当たっては、助け合い活動を実践している非営利の全国組

織による新地域支援構想会議というものが、新地域支援構想という提言を行い、現在進行中

の地域包括ケアシステムへの活用のみならず、さらに主体的に住民同士が支え合う地域の

力を育てようと、地域づくりに主眼を置いた国のさまざまなトライアルへの移行へとつな

がったものと考えております。 

 中でも最も重要である生活支援コーディネーターという新たな仕組みが今後導入されま

すが、初めに、この生活支援コーディネーターの役割についてわかりやすく御説明ください。 



◯議長（川上晋平） 永渕保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（永渕英洋） 生活支援コーディネーターの主な役割といたしましては、地

域に不足する生活支援や介護予防のサービスの創出、それから、サービスの担い手の養成、

さらには活動の場の確保などを行う資源開発や関係者間の情報共有、サービス提供主体間

の連携体制づくりなどのネットワークの構築となっております。具体的には、高齢者の閉じ

こもり防止や健康づくりを目的としたさまざまな通いの場や、地域と介護事業所との連携、

買い物支援の仕組みづくりなどについて、地域の実情に応じたコーディネートを実施する

ことにより支援するものでございます。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 次に、本市では現在、生活支援コーディネーターをモデル配置して

おりますが、詳細をお示しください。 

◯議長（川上晋平） 永渕保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（永渕英洋） 生活支援コーディネーターにつきましては、平成 28 年４月

から４つの日常生活圏域において、社会福祉協議会と地域包括支援センター受託法人がそ

れぞれ２圏域ずつに生活支援コーディネーターを配置するモデル事業を実施しております。 

 平成 30 年４月からの正式配置に向けて取り組みを進めているところであり、29 年度も

引き続き効果的な業務内容等の検討を継続しております。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 今のモデル配置につきましては、業務内容の検証を踏まえ、平成 30

年度以降正式配置するよう国は示しておりますが、検証結果及び正式配置方針について答

弁を求めます。 

◯議長（川上晋平） 永渕保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（永渕英洋） モデル事業につきましては、本年度も引き続き実施し、検証

を続けておりますが、まず社会福祉協議会では、主に地縁組織を通じた見守りを初めとする

生活支援分野での活動支援の実績がございまして、地域福祉活動全般の支援で培ってきた

ＮＰＯ法人や民間企業、協同組合等のいわゆる多様な主体との関係を生かした取り組みを

行っております。また、地域包括支援センターでは、さまざまな小地域活動の把握や健康づ

くりの視点での地域活動の支援の実績がありますとともに、個別支援を通じて培ってきた

地域包括ケアネットワークを生かした取り組みを行っております。このように、それぞれの

アプローチや専門性について傾向が見えてきており、それらの長所を生かした体制づくり

が必要であると考えております。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 次に、地域包括ケア強化法についてです。 

 これは、高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るととも

に、制度の持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービス

が提供されるようにする、このことを目的に、特に地域包括ケアの深化と推進及び介護保険



制度の持続可能性の確保に主眼を置いて行われた地域包括ケアシステムの強化のための介

護保険法等の一部を改正する法律として、地域包括ケアの深化と推進に係る部分について

は、他の部分に先行して、平成 30 年４月１日に施行されます。 

 この法改正の最も大きな特徴は、介護保険法のみならず、医療法、社会福祉法、障害者総

合支援法、児童福祉法まで幅広い法律で構成されており、高齢者、障がい者と限定せず、支

援が必要な人を横断的に支える地域共生社会を構築することにあり、今後地域共生社会の

実現が社会保障制度を貫くコンセプトになるということを意味しております。 

 私は、平成 26 年９月８日の一般質問におきまして、今後の地域支援と社会福祉協議会の

役割について質問し、保健福祉局長より、社会福祉協議会の取り組みを支援し、長年地域に

根づいた活動を行っている福岡市社会福祉協議会と連携、協力しながら、超高齢社会の課題

に対応した地域づくりにしっかり取り組んでまいりますとの明確な答弁をいただきました。 

 今申し上げた昨今の状況と法改正のもと、本市の社会福祉協議会との連携、協力の状況に

ついてお答えください。 

◯議長（川上晋平） 永渕保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（永渕英洋） 社会福祉協議会は、家に閉じこもりがちな高齢者や障がい者

等の居場所づくりであるふれあいサロンや、安心して生活できるよう地域で見守るふれあ

いネットワークの支援を初め、地域のちょっとした困り事を地域で支える生活支援のネッ

トワークづくり、いわゆる多様な主体とのネットワーク構築など、さまざまな展開を図って

きております。福岡市といたしましても、それらの取り組みを市の保健福祉総合計画にも位

置づけながら、連携、協力してきたところでございます。また、生活支援コーディネーター

モデル事業などの新たな事業につきましても、社会福祉協議会の強みである地域福祉分野

の力を生かす視点で実施しているところでございます。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） また障がい者の分野におきましても、昨年の３月に、福岡市の障が

い者等地域生活支援協議会の部会において、福岡市の相談支援センター体制に関する検討

が必要な事項について報告書（案）を開示されておりますが、その中で、地域福祉の基盤づ

くりの担い手となる相談支援体制づくりについてでは、今後の共生社会に向け、どのように

していくと結論づけておられますか。 

◯議長（川上晋平） 永渕保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（永渕英洋） 障がい者等地域生活支援協議会の部会において取りまとめら

れた障がい者の相談支援センター体制に関する報告書の中で、相談支援センターは既に地

域と一定の関係を構築している社会福祉協議会を窓口として地域とつながり、相談者とそ

の家族が地域社会の一員として認知され、豊かなつながりの中で暮らし続けることのでき

る共生社会の実現を目指した取り組みを進めていくこととされております。この報告書及

び障がい者等地域生活支援協議会の意見を踏まえ、障がい者の相談支援体制を再構築し、平

成 29 年４月から 24 時間対応の相談窓口とするとともに、地域福祉の基盤づくりを推進す



るため、社会福祉協議会や民生委員などの地域関係者との連携体制の構築に取り組んでい

るところでございます。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 私は、去る７月 20 日に、浜松市の生活支援コーディネーターの受託

状況について、高齢福祉課と浜松市社会福祉協議会地域支援課の職員お二人からお話を伺

ってまいりました。浜松市では、本来、社協が行っている事業そのものが総合支援事業だと

言われ、第１層、区ごとを社会福祉協議会、第２層、圏域ごとを地域包括支援センターが受

託し、地域支援と個人支援のお互いの得意分野を生かし、それぞれが連携しながら事業を推

進し、浜松市と社協が行う地域の担い手養成講座への参加者数も年々増加しておりました。 

 また、新潟市では、虚弱高齢者も健康な高齢者も参加できる常設型の茶の間、寄りなせ「あ

いあい」を住民有志で運営しており、介護予防と居場所づくりに大いに貢献し、地域共生社

会の先駆けとして注目を集めております。 

 近年、日本老年医学会の提唱により、介護予防の新たな方向性として、フレイル、虚弱予

防という考え方が注目され、既に神奈川県内の複数の自治体や柏市で介護予防事業に活用

され始めており、介護と健康の間であるフレイルへの対応が極めて重要ではないかと思い

ますが、本市のフレイル予防についての認識と対策の見通しについて御所見をお伺いしま

す。 

◯議長（川上晋平） 永渕保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（永渕英洋） 福岡市におきましても、介護予防を推進していく上でフレイ

ル予防は非常に重要であると考えております。フレイル予防を含めた介護予防の具体的な

取り組みといたしましては、要支援、要介護状態となるおそれの高い高齢者を対象として介

護予防教室を実施し、教室終了後もこれらの方が介護予防の取り組みを継続できるような

支援を行っております。また、住民が主体となって介護予防活動に取り組んでいる団体をよ

かトレ実践ステーションとして認定し、活動が継続していけるよう、さまざまな支援を行っ

ているところでございます。 

 今後も、介護予防教室の参加者などが、よかトレ実践ステーションへ参加し、健康な高齢

者とともに介護予防に取り組んでいくことができるよう支援するなど、介護予防活動の継

続、拡大に取り組んでまいります。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） このように、今後、行政のいわゆる縦割りにはおさまらない我が事・

丸ごと地域共生社会への事業転換は急速に進むものと思われ、その対応が急がれます。本市

も平成 23 年度から社協による地域福祉ソーシャルワーカー、ＣＳＷのモデル配置は地域か

ら信頼を集めており、行政と社協が必要と考える仕組みというよりも、地域が考える仕組み

の実現に動いた姿勢が高く評価されました。ある校区で月１回の会議の参加者数は約２年

で月を追うごとにふえ、また、個別支援のケースでは、単身認知症高齢者のごみ屋敷問題、

生活困窮問題で孤立し、深刻化するケースへの対応や認知症の親と同居する高齢の独身男



性の年金収入がわずかに生活保護基準を超えるために、親の医療費捻出のために、結果的に

自分自身の持病が悪化し、社会的孤立を深めるケースへの対応等々を通じ、個人と地域のか

かわりの度合いをボトムアップしていくための課題の共有など、社協と地域が得た多くの

貴重な蓄積は今後への大きなアドバンテージとなります。さらに社協は地域だけでなく、団

体、企業、ＮＰＯ、当事者団体とのつながりを地域支援に生かすこともできます。 

 今後、本市の高齢者、障がい者、地域支援など、丸ごと地域共生社会に向けた考え方の整

理、大きな政策転換に係る動向を踏まえ、生活支援コーディネーターの配置を決定すべきで

すが、御所見を求めます。 

◯議長（川上晋平） 永渕保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（永渕英洋） 地域共生社会の実現につきましては、制度や分野ごとの関係

を超え、人と資源がつながり合うことで、住民一人一人の暮らしと生きがいや地域をともに

つくることを目指すものであり、介護、高齢者福祉分野の制度である生活支援コーディネー

ターとも関連が深いものと認識しております。 

 また、社会福祉協議会につきましては、生活支援、介護予防に関係する取り組みのほか、

制度のはざまにいる人や社会的孤立者の支援の実績があるほか、地域福祉活動全般の支援

を通して培った、いわゆる多様な主体との関係もございます。 

 御質問の生活支援コーディネーターの配置につきましては、地域共生社会についての国

の考え方やモデル事業の実施過程で見えてきております社会福祉協議会、地域包括支援セ

ンター、それぞれの長所を踏まえ、双方の連携はもちろん、さまざまな支援機関ともよりよ

い連携ができる仕組みとすることができるよう、しっかりと検討してまいります。以上でご

ざいます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 福岡市においても生活支援コーディネーターの検討が今の答弁では

真剣に検討されているようで、とりあえず安心しております。社会福祉協議会の強みとして、

制度のはざまの支援や、多様な主体との関係があるという御認識であれば、私としては、今

後の地域共生社会への展開も視野に入れて、生活支援コーディネーターについては、これま

での幅広い地域支援の実績や経験がある各区の社会福祉協議会に配置することを重ねて強

く要望しておきます。 

 さて、生活支援コーディネーターと社会福祉協議会について質問してまいりましたが、こ

れらの動きは、より大きな枠組みである国の地域共生社会の考え方の流れの中にあるもの

と考えており、これまで以上に制度や分野の垣根を超えた支援が必要となってきます。 

 最後に、本市における地域共生社会の実現について高島市長の答弁を求め、この質問を終

わります。 

◯議長（川上晋平） 高島市長。 

◯市長（高島宗一郎） 地域共生社会の実現につきましては、高齢になっても誰もが住みな

れた地域で安心して暮らすことができる社会を目指す、いわゆる地域包括ケアの理念とい



うものをより幅広い枠組みへと展開していこうというものであると、こういうふうに認識

をしております。 

 福岡市は、人生 100 年時代を見据え、誰もが心身ともに健康で自分らしく生きていける

持続可能な社会の実現を目指すために、「福岡 100」プロジェクトを打ち出しました。この

福岡 100 では、健康、医療、介護サービスの充実ということだけではなくて、住まいや地域

づくりなどを含めて、超高齢社会に即したまちづくりに産学官民、オール福岡で取り組んで

いくものでありまして、地域共生社会の実現にもつながるものというふうに考えています。 

 今後とも、制度、分野の縦割りや支え手、受け手という関係を超えまして、地域の皆様が

暮らしと生きがい、我が事としてこうしたことに参画をして、人と資源が分野を超えてつな

がって、住民一人一人の暮らしや生きがい、地域をともにつくっていく社会を目指して、し

っかりと取り組んでいきたいと考えております。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 次に、西高宮小学校についてであります。 

 福岡市が人口の増加を続ける中、学校現場では人口の増減が影響を及ぼす課題として過

大規模校、小規模校対策があります。福岡市立小・中学校の学校規模適正化に関する実施方

針では、小学校における適正な規模を 12 ないし 24 学級とし、31 学級以上を過大規模校、

11 学級以下を小規模校としておりますが、学校規模は地元校区に直結する大変デリケート

な問題であり、校区分割や統廃合は困難をきわめます。また、過大規模校の運動場の適正化

や校舎の増築に要する土地の取得等はさらに困難をきわめ、過大規模校対策の進展を妨げ

る要因となっております。しかしながら、過大規模校の児童の日常は、何年も憂慮される状

況が続いており、課題解決への一層の努力が求められております。 

 初めに、国の基準において小学校の運動場面積はどのように規定されているのか、お尋ね

します。 

◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 平成 14 年３月に制定された文部科学省の小学校設置基準で定めら

れる小学校の運動場面積につきましては、児童数に応じ 2,400 から 7,200 平方メートルとさ

れておりますが、地域の実態や特別な事情があり、かつ教育上支障がない場合はこの限りで

はないとされております。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 支障がなければということでありますが。 

 次に、過大規模校における児童数上位３校について、児童数及び運動場面積とあわせてお

示しください。 

◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 過大規模校のうち児童数が多い３校について、児童数及び運動場面

積をお答えしますと、平成 29 年５月１日基準日で、一番多い照葉小学校が 1,202 人で 6,600

平方メートル、同じく高取小学校が 1,202 人で 6,800 平方メートル、次に西高宮小学校が



1,138 人で 4,800 平方メートルとなっております。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 次に、福岡市立小・中学校の学校規模適正化に関する実施方針にお

いて、適正な規模とされる小学校の児童１人当たりの運動場面積の平均についてお尋ねし

ます。 

◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 学校規模適正化に関する実施方針において、適正な規模とされる小

学校の児童１人当たりの運動場面積の平均は、約 11 平方メートルとなっております。以上

です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） それでは、過大規模校における児童１人当たりの運動場面積が狭い

順に３校を、児童１人当たりの運動場面積とあわせてお示しください。 

◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 過大規模校のうち、児童１人当たりの運動場面積が狭い３校を順に

お答えしますと、一番狭い西高宮小学校が１人当たり 4.22 平方メートル、次に平尾小学校

が１人当たり 4.32 平方メートル、次に照葉小学校が１人当たり 5.49 平方メートルとなって

おります。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 先ほどの御答弁で、１人当たりの福岡市内の平均が 11 平方メートル

に対して、西高宮小学校は 4.22 平方メートルというお答えでありました。 

 過大規模校の児童数上位３校の運動場面積と１人当たりの運動場面積が狭い３校につい

て、ただいま答弁をいただきましたが、児童数上位３校の中で運動場面積が一番狭く、さら

に児童１人当たりの運動場面積についても、西高宮小学校が過大規模校の中で最も狭い状

況であるということがわかりました。 

 では次に、西高宮小学校の直近５年間の児童数の推移と増加率についてもお答えくださ

い。 

◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 西高宮小学校の児童数につきましては、各年度５月１日基準日で、

平成 25 年度が 1,045 人、26 年度が 1,054 人、27 年度が 1,116 人、28 年度が 1,092 人、29

年度が 1,138 人でございます。また、平成 25 年度から 29 年度までの児童数の年平均増加

率は、約 2.2％となっております。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） お答えのように、５年前から児童数がふえ続け、今後も福岡市の人

口増加傾向に比例してふえていく可能性は大きいと言えると思います。 

 西高宮小学校における児童数の増加に対し、これまでどのような対策がとられてきたの

か、答弁を求めます。 



◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 西高宮小学校におきましては、平成 21 年度に４教室分の校舎増築

工事を実施し、その後も平成 24 年度に２教室分、26 年度に２教室分、29 年度に２教室分

の必要な教室整備を行い、児童数増加への対策を行っております。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） ここ９年間で 10 教室分を増築したということですが、その分、残念

ながら運動場はさらに狭くなってしまったということです。 

 西高宮小学校の運動場の利用実態はどうなっているのか、あわせて地元からの要望を教

育委員会はどう認識しておられるのか、お答えください。 

◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 運動場の利用実態につきましては、１、４、６年生と２、３、５年

生の２グループに分けて人数を調整し、中休みと昼休みを交互に使用しております。また、

保護者の観覧場所が十分確保できないために、運動会を校区内の中学校で実施していると

いう現状もあり、地元から運動場を広げてほしいとの要望がございます。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 今の御答弁のように、私は以前より、校庭で毎日遊ぶこともできな

い児童の現状を憂慮された校区の役員の皆様より御相談を受けてまいりました。過大規模

校対策は、運動場の適正化に要する土地の取得がネックとなりますが、西高宮小学校の隣接

地には民間企業の社宅があり、ここ数年来、当該企業は資産の処分を進めているとの報道を

耳にし、そこで、私は平成 24 年当時、第２委員会に所属していた折に教育委員会に対し、

当該所有地について本市教育委員会において土地の取得が可能となるよう、当該企業に対

し申し入れを行うよう幾度となく要望してまいりました。 

 西高宮小学校の運動場対策について、隣接する社宅用地を所有する民間企業と協議を継

続しておられますが、協議の経緯についてお示しください。 

◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 西高宮小学校に隣接する社宅用地を所有する民間企業との協議につ

きましては、平成 24 年 10 月の第２分科会における議員からの御質問を受け、同年 11 月か

ら企業との協議を継続的に実施してまいりました。 

 その後、平成 28 年 10 月に、改めて社宅用地を運動場として活用したい旨の申し入れを

行い、相手方と具体的な協議に入っております。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 平成 24 年当時、当該企業からは、今後は社員の新規入居は行わずに

空室をふやしつつ、数年後には、本市教育委員会に所有地の移譲を検討するとの前向きな回

答があったとも聞いており、その後の経営判断の変更から紆余曲折があったのか、その推移

を今日までずっと見守ってまいりました。 

 しかし、地元住民の皆様からは、一日も早く運動場の改善問題を決着してほしいとの切実



な声は、既に限界に達しております。万が一、将来的にも小学校に隣接する企業の所有地に

集合住宅が新規建設されれば、地元校区の住民の皆様からすれば、まさに火に油を注ぐ結果

となってしまいます。 

 当該企業は、本市ともパートナーとして事業に参画する長年の信頼関係もあり、また、社

宅に住まわれた社員のお子さん方も西高宮小学校の卒業生として同じ厳しい環境を体験し、

改善の必要性に共感いただけるものと思っております。本市の教育環境に関する切実な現

状をぜひ御理解と御協力をいただきたいと願っております。 

 今後、隣接する社宅用地の活用に向けた方針についてお示しください。 

 また、運動場整備に向け、今後どのような手順で進めていくのか、あわせてお答えくださ

い。 

◯議長（川上晋平） 星子教育長。 

◯教育長（星子明夫） 西高宮小学校につきましては、隣接する社宅用地を所有する民間企

業に御協力いただき、社宅用地を運動場用地として賃貸借する方向でおおむね合意に至っ

ております。現在、賃貸借の詳細な内容について相手方と最終調整を行っており、できるだ

け早期に運動場整備に着手してまいります。以上です。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） ありがとうございます。どうかよろしくお願いいたします。 

 西高宮小学校と地元校区にとっては、ようやく一歩を踏み出すということになりますが、

西高宮小学校の児童数はまだ増加し続けており、現在は教室の増設で対応しておられます

が、今後さらなる児童数の増加等の推移に沿った運動場と校舎の抜本的な整備検討を引き

続き強く要望して、この質問を終わります。 

 最後に、ダイバーシティにおける性的マイノリティへの支援についてであります。 

 2016 年５月、キャロライン・ケネディ駐日大使は東京レインボープライド 2016 に参加

し、ＬＧＢＴを初めとする性的マイノリティへの差別や偏見に苦しむ子どもたちの現状に

ついてメッセージを寄せました。2015 年、電通ダイバーシティ・ラボの調査によれば、性

的マイノリティに該当する方は全体の約 7.6％とされており、およそ 13 人に１人の割合で

存在することも発表されました。 

 レズビアン、ゲイ、バイセクシャル、トランスジェンダー等のいわゆる性的マイノリティ

の問題は、性同一性障がいが社会問題としてクローズアップされた当時、マスコミ等にセン

セーショナルに取り上げられましたが、国内では蝸牛の歩みのごとく、多くの課題は依然と

して解消されないまま推移しました。 

 昨今、社会や組織の中でダイバーシティ、多様性という概念が広く浸透し、国籍、民族、

性別、宗教、さらに諸外国では、性的マイノリティを含め、経済社会では、主に幅広い人材

を活用し、生産性の向上を図ること等が唱えられるようになり、性的マイノリティへの対応

が広がりつつあります。 

 日本の一億総活躍社会を語る上でも、多くの課題解消に向けた努力は不可欠であり、必然



であると思います。 

 初めに、性的マイノリティ当事者が抱える主な悩みの中で、誰にも自身の悩みを打ち明け

られない、いわゆるカミングアウトをしていない当事者が数多くおられると思いますが、こ

の点の実態に関してアンケート結果等があればお示しください。 

◯議長（川上晋平） 下川市民局長。 

◯市民局長（下川祥二） 性的マイノリティの当事者の実態に関するアンケート調査につき

ましては、国等の公的機関で実施した事例が少なく、議員御質問の実態が確認できるものと

いたしましては、東京都世田谷区が平成 28 年度に実施した調査がございます。この世田谷

区が実施した性的マイノリティ支援のための暮らしと意識に関する実態調査によりますと、

カミングアウトをしていない当事者は 9.1％となっております。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 次に、当事者が抱えるストレスや、体調へのさまざまな影響がある

かと思われます。どのような影響があるのか、お示しください。 

◯議長（川上晋平） 下川市民局長。 

◯市民局長（下川祥二） 性的マイノリティの当事者が抱えるストレスや体調への影響につ

きましては、国の自殺総合対策大綱によりますと、性的マイノリティは自殺念慮の割合が高

いことが指摘されており、無理解や偏見等の社会的要因がその背景の一つとして捉えられ

ております。 

 また、国際基督教大学ジェンダー研究センター及び特定非営利活動法人虹色ダイバーシ

ティとの共同研究、ＬＧＢＴに関する職場環境アンケート2015によりますと、睡眠障がい、

鬱、排せつ障がいなどを発症する傾向が高いとされております。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） この福岡市民に当事者が何人くらいおられるのか、その実態もよく

はわかっておりませんが、性的マイノリティの存在が可視化されずに、長期にわたり潜在化

していく悪循環についてはこれまでも幾度となく触れてまいりました。近年、当事者の了承

なしに、性的指向を他人に暴露する、いわゆるアウティングによる被害も表面化しており、

特に低年齢層では、いじめ、虐待につながる可能性もあり、十分な配慮が必要となります。 

 次に、就労による収入や住まいについて、どのような傾向があるのか、実態をお示しくだ

さい。 

◯議長（川上晋平） 下川市民局長。 

◯市民局長（下川祥二） 性的マイノリティの当事者の住まいに関する状況につきましては、

先ほど申し上げました世田谷区の実態調査によりますと、パートナーと同居している方た

ちのお住まいは、50％の方が民間の賃貸住宅に、34.3％の方が持ち家となっております。 

 なお、就労による収入の状況につきましては、公的機関による実態調査は実施されており

ません。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 



◯23 番（松野 隆） 収入に関しては公的な調査はないと思いますが、私が聞いたところ

では、社会や組織からの偏見や誤解に起因する理由から当事者の中には職を失う方もおら

れ、そのため、衣食住に事欠き、特に住まいに関しては、経済的な理由から公営住宅でのパ

ートナーとの同居を希望しても法的に申請が困難であり、今後、本市においても入居への環

境づくりを求めておきます。 

 次に、同性同士の婚姻や家族のことについてですが、日本国内において、同性婚について

国内の裁判所は判断を下しておりませんが、欧米各国では、シビルパートナーシップ、シビ

ルユニオンとして同性カップルを法的に認証した関係として、先進国を中心に法整備が進

んでおります。 

 日本国内では、2015 年に東京都渋谷区を初め、最新では札幌市で同性のパートナーシッ

プの条例化、制度が始まりましたが、この国内のパートナーシップ制度の概要や各自治体の

特徴についてお示しください。 

◯議長（川上晋平） 下川市民局長。 

◯市民局長（下川祥二） 現在、パートナーシップ制度を導入している自治体につきまして

は、６団体となっており、政令市では札幌市、そのほかの自治体では、東京都渋谷区、世田

谷区、三重県伊賀市、兵庫県宝塚市、沖縄県那覇市において制度が導入されております。 

 その制度の概要等についてでございますが、渋谷区につきましては同性パートナーにパ

ートナーシップ証明書を発行することや、区民や事業者に対する当該証明書の配慮義務な

どを条例で規定しております。そのほかの自治体につきましては、性的マイノリティの当事

者のパートナー関係を公に認める制度を要綱で定め、当事者から提出されたパートナーシ

ップ宣誓書に基づき受領証などの発行を行うものでございます。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） ただいま概要や特徴について答弁をいただきましたが、国内のパー

トナーシップ制度について、申請を希望する当事者がどの程度いるのか、さらに政令市であ

る札幌市や東京都渋谷区、世田谷区のパートナーシップ制度への申請件数についてもお示

しください。 

◯議長（川上晋平） 下川市民局長。 

◯市民局長（下川祥二） 申請を希望する当事者につきましては、先ほど申し上げました世

田谷区の実態調査によりますと、世田谷区のパートナーシップ制度において宣誓したいと

考える当事者は約 50％となっております。また、申請件数につきましては、制度導入から

平成 29 年８月末時点で札幌市は 30 組、東京都渋谷区は 21 組、世田谷区は 54 組となって

おります。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 今答弁いただきましたように、自治体によって実際の申請件数の多

寡はありますが、自治体が当事者のパートナー関係を公的に証明するという制度の意義は

大きいと思います。 



 パートナーシップ制度について、本市はどのように認識しているのか、御所見を求めます。 

◯議長（川上晋平） 下川市民局長。 

◯市民局長（下川祥二） パートナーシップ制度につきましては、性的マイノリティの当事

者のパートナー関係を公に認めることにより、当事者の思いを受けとめ、社会的な理解を促

進するものであり、性的マイノリティの当事者が抱える生きづらさの解消に向けた有効な

方策の一つとして認識しており、検討すべき課題であると考えております。以上でございま

す。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 諸外国ではその多様性を認め合う社会が広がっております。日本に

は日本のよさがあるという意見も多くあることは承知しておりますが、人には理解できな

い差別や偏見に苦しむ多くの当事者が現実に存在し、子どもたちの中にも思春期にその後

の人生を左右するような塗炭の苦しみを味わうことのないよう、もっと啓発を進めるべき

ではないでしょうか。 

 そのために、今後、本市と当事者団体の間で定期的に意見交換の場を持ち、課題解消に向

け努力すべきと考えますが、御所見を求めます。 

◯議長（川上晋平） 下川市民局長。 

◯市民局長（下川祥二） 性的マイノリティを含めまして人権問題を解決するに当たっては、

当事者の意見を聞くことが重要であると考えており、平成 26 年度から開催しております性

的マイノリティに関する庁内関係課連絡会議におきまして、当事者をお呼びし、意見交換を

行っております。 

 今後も、さまざまな機会を捉えて当事者の皆さんと意見交換を行い、性的マイノリティの

課題解決につなげてまいりたいと考えております。以上でございます。 

◯議長（川上晋平） 松野隆議員。 

◯23 番（松野 隆） 一人一人が持つ物差しを認め合い、共生社会を目指すことこそダイ

バーシティではないでしょうか。 

 2019 ラグビーワールドカップ、2020 東京オリンピック・パラリンピック大会、2021 世

界水泳福岡など、今後、国内で開催されるスポーツの国際イベントに合わせて、訪日外国人

が急増し、福岡市にも大勢外国人観光客が来訪します。この機を絶好のチャンスと捉え、国

際都市福岡、九州の各自治体をリードするようなユニバーサル都市・福岡の実現に向け、パ

ートナーシップ制度を含めた諸施策を推進されますよう、高島市長の決意をお伺いし、私の

質問を終わります。 

◯議長（川上晋平） 高島市長。 

◯市長（高島宗一郎） 福岡市では、誰もが思いやりを持ち、全ての人に優しいまち、ユニ

バーサル都市・福岡の実現を目指して、市政の柱の一つとして取り組みを推進しております。 

 松野議員御指摘のとおり、平成 31 年のラグビーワールドカップ、平成 32 年の東京オリ

ンピック・パラリンピック、平成 33 年世界水泳選手権と、３年連続で開催されます大規模



な国際スポーツ大会など国内外から多くの方を福岡市にお迎えする機会に、多様性を認め

合う社会の実現に向けて、積極的に取り組んでいる福岡市の姿勢を示していくことは大変

重要であるというふうに考えています。 

 性的マイノリティの人権問題につきましては、これまでも市民や企業の理解を深めるた

めの市民啓発や企業研修など、人権教育・啓発の実施計画で課題と位置づけて取り組んでき

たところでありますが、多様性を認め合う共生社会のさらなる実現に向けて、パートナーシ

ップ制度も含めた性的マイノリティへの支援の充実について、踏み込んで検討してまいり

ます。以上です。 

 


